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要要  旨旨：本研究は高等学校の教科教育における多層指導モデルの必要性について検討す

ることを目的とした．公民科担当教師に質問紙調査を行い，258 名(回収率 51.6％)の回答

について量的分析を行った結果，＜授業 UD 化＞因子・＜個別支援＞因子・＜生徒の実態

に合わせた指導と評価＞因子の 3 因子が抽出され，これらを基に３つのクラスターに回

答者を分類した．クラスター１はすべての因子が０に近い値を示す回答者群であり，3 因

子を意識しないで授業を行っている教師群(非認知群)である．クラスター２はすべての因

子がマイナス値を示す回答者群であり，3 因子の必要性を感じていない教師群(消極群)で
ある．クラスター3 はすべての因子がプラス値を示す回答者群であり，3 因子の必要性を

感じている教師群(積極群)である．つまり，生徒の実態に合わせて多層指導モデルに相応

する 3 因子を取入れた授業を実践している教師がいる一方で，消極的・否定的な姿勢を示

す教師がいることも明らかになった．
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●  

ⅠⅠ．．ははじじめめにに  

 現在，高等学校における特別支援教育の一層

の推進が指摘されており特別支援教育コーデ

ィネーターを中心とした校内委員会の整備充

実とともに，担任教師が自らのクラスにおける

特別な教育的支援が必要な生徒への適切な支

援を遂行することや，教科担当教師によるユニ

バーサルデザイン(Universal Design 以下 UD)
に基づく授業づくりや合理的配慮に基づく個

に応じた支援が期待されている．ADHD・ASD・
LD 等の発達障害のある生徒をはじめ，義務教

育段階まで通級・教育相談室・心療内科等に通

っていた生徒，適応障害・気分障害・摂食障害・

緘黙症・不安症等の精神疾患のある生徒等，多

様な生徒が在籍していることから，高等学校の

教科担当教師においても，生徒の実態に合わせ

た教育的支援を実践していくことが求められ

ている(竹達・橋本他，2022)19)． 
文部科学省(2014)11)は，高等学校における発

達障害のある生徒の在籍率を約 2.2％と報告し

ており，東京都教育委員会(2016)21)も同様に約

2.2％の在籍と報告している．一方で，高等学校

における発達障害のある生徒に対し，成績評価

や単位認定への配慮の欠落(内野・高橋，2006)22)，

発達障害に対する教員の学ぶ機会の少なさ(田
口・橋本，2015)17)，学び直しを主とする学校群

における生徒の多様な問題(田口・橋本他，

2009；三浦・升他，2017)18)9)などが先行研究に

おいて指摘されている．さらに愛知教育大学

(2019)1)が示すように，発達障害のある生徒の

困難さ(提出物・整理整頓・作業の遅延・対人関

係の苦手さ等)は全教科・全科目に共通しており，

高等学校においては単位修得に向けた教科教

育における現実的な対応が求められている．村
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田(2015)13)は，高等学校における UD に基づい

た授業実践において，多層指導モデル

(Multilayer Instruction Model 以下 MIM)の
1st と 2nd ステージの生徒に焦点を当てた授業

づくりが高等学校の実態に合っており，学習に

つまずきのある生徒に有効であったことを報

告している．しかしながら，高等学校における

このような実践報告は，小・中学校で行われて

いるUDに基づく授業づくりや合理的配慮に基

づいた個別支援(東京都日野市公立小中学校全

教師・教育委員会・小貫，2013)20)の実践報告と

比べて，少ない状況にある． 
そこで，本研究では特別な教育的支援の必要

な生徒に対する高等学校の教科教育における

UD に基づく授業づくりや個別支援等の実態に

ついて現状を把握することを目的とし，国立特

別支援教育総合研究所 6)が示す通常学級におけ

る MIM の高等学校における必要性を検討した

い．海津・田沼他(2008)3)や海津(2012)4)は，「す

べての子ども」に対し MIM の 1st ステージに

あたる通常学級内の効果的な指導を実践して

おり，「全体指導では習得が困難な子ども」に対

しては MIMの 2nd ステージにあたる通常学級

内での教育的に配慮した補足的な指導を実践

している．さらに「1st ステージおよび 2nd ス

テージでは習得が著しく困難である子ども」に

対しては MIM の 3rd ステージにあたる柔軟な

形態による個に特化した指導がなされており，

MIM に沿ったステージごとの指導効果が示さ

れている．高等学校の教科教育においては，こ

のような特別な教育的支援が必要な生徒に対

しての指導方法や評価方法は確立されていな

いことから，まずはその実態を把握するための

調査には意義がある．本調査では，MIM の 1st
ステージにあたる「すべての生徒」に対する UD
に基づく授業づくり，2ndステージにあたる「特

別な教育的支援が必要な生徒」に対する個別支

援，3rd ステージにあたる「1st ステージおよび

2ndステージの指導では単位修得が困難な生徒」

に対する指導と評価，というように高等学校の

現況に則した形式で MIM の三つのステージに

対応する質問項目を作成した．調査対象は公民

科担当教師に限定し，高等学校の公民科教育に

おいて MIM の三つのステージに沿う実践がど

の程度なされているかについて調査を行った．

調査対象に公民科担当教師を選んだ理由は，文

部科学省(2018)12)において，「現代の諸課題社会

について，事実を基に概念などを活用して多面

的・多角的に考察したり，解決に向けて公正に

判断したりする力や，合意形成や社会参画を視

野に入れながら構想したことを議論する力を

養う」ことを教科目標の一角としていることが

大きい．村田・宗實他(2021)14)は，「話し合い活

動で自分の考えは積極的に発表するが，友達の

発表には関心がないため，まったくと言ってい

いほど聞けない」「音声言語中心のやりとりに

なりやすい話し合い活動に参加しにくい」など

の状況に発達障害のある生徒が陥りやすいこ

とを示しており，中田(2015)15)は，発達障害の

ある生徒の保護者や担当教員が将来的な社会

参画に不安を抱いていることを示している．以

上のように，発達障害のある生徒が苦手とする

他者との合意形成について，授業でアプローチ

できる可能性を踏まえ，公民科担当教師への質

問紙調査の実施に至った．また本調査は，教員

経験年数や所属校の入学時偏差値等を限定す

ることなく調査を行った．公民科担当教師から

の回答のみで限定的ではあるが，高等学校の実

態を把握するとともに，高等学校の MIM の必

要性について検討していく． 
 

● 

ⅡⅡ．．方方法法  

 
１１．．調調査査期期間間  

2020 年 7 月～2020 年 9 月に実施． 
 
２２．．調調査査対対象象  

1 都 5 県(東京都・神奈川・千葉・埼玉・山梨・

群馬県)の公私立高等学校普通科1028校につい

て， 各都県でナンバリングを施し，乱数表を用

いて単純無作為抽出を行った．尚，標本数は 500
校とした．258 校から返送があり (回収率

51.6％)，調査項目に回答していない回答者を除

いた 247 名の回答を分析対象とした． 
 

３３．．調調査査方方法法  

本研究は学校長宛に研究目的と調査の内容

を記した依頼状を送付し，各校の公民科担当教

師への質問紙配布と実施を依頼した．調査を行

うにあたって，依頼状の提示により研究の実施

および研究発表の許可を得た． 
  

４４．．調調査査内内容容  

調査内容は，MIM と東京都日野市公立小中

学校全教師・教育委員会・小貫(2013)20)の通常

学級における特別支援教育に関するチェック

リストを基にして，高等学校向けに UD に基づ
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特別な教育的支援が必要な生徒に対する高等学校における多層指導モデルの必要性についての検討 

く授業づくり，授業での指導方法，個別的配慮

(個別対応)，単元指導計画に関する質問 18 項目

を作成した．尚，回答は，「1.まったくあてはま

らない」「2.あてはまらない」「3.どちらともい

えない」「4.あてはまる」「5.とてもあてはまる」

の 5 件法で行った．これら以外に，回答者のフ

ェイスシートとして，教職年数について「①1－
10 年」「②11－20 年」「③21 年－30 年」「④31
年以上」の 4 件法，担当教科について「①現代

社会」「②倫理」「③政治・経済」「④その他」の

4 件法(複数回答可)，所属校の校内の風土や雰

囲気について「①多様な問題に対し教員が一丸

となって取り組む風土や雰囲気がある」「②多

様な問題に対しそれぞれの教員が前向きに取

り組んでいるが協力体制は弱いと感じる」「③

多様な問題に対し協力的な風土や雰囲気は感

じられない」の 3 件法，所属校の入学時偏差値

「①40%未満」「②40~49」「③50~59」「④60～
69」「⑤70 以上」「⑥中高一貫校」「⑦その他」

の 7 件法，以上の 4 項目について回答を求め

た．調査の実施前に，調査項目の表現や文言に

ついて，大学教員 2 名と高等学校教員 1 名によ

る最終確認を経て完成版とした． 
  

５５．．倫倫理理的的配配慮慮  

調査の依頼状において，本研究への協力と質

問紙への回答は自由意志であること，得られた

情報は研究の目的以外に使用しないこと，個

人・学校が特定されないようにすることを明記

した．本研究への協力と研究発表については，

対象学校の公民科担当教師から承諾を得た上

で，個人情報に十分留意し倫理的配慮を行った．

なお本研究は，東京学芸大学研究倫理委員会の

承認(454)を得たものである． 
 
６６．．分分析析方方法法  

 選択式 18 項目は，MIM と東京都日野市公立

小中学校全教師・教育委員会・小貫(2013)20)が

作成したチェックリストを基にしたものであ

るが，下位尺度が定められたものではないため，

探索的に因子分析を行った．次に，因子分析の

結果を受け，クラスター分析(K-means 法)を行

い，合理的に分類可能な回答者群(クラスター)
を作成した．さらに，フェイスシートの回答者

属性を用いてカイ 2 乗検定(独立性の検定)およ

び 残 差 分 析 を 行 っ た ( い ず れ の 分 析 も

HADver.15 を用いて量的に検討した)16)． 
 
 

● 

ⅢⅢ．．結結果果  

  

１１．．フフェェイイススシシーートト((回回答答者者属属性性))のの整整理理  

回答のあった 258 校の公民科担当教師のう

ち，記入漏れのあった 11 名を除外し，有効回

答数を 247 名とした．公民科担当教師の教職年

数では，①1－10 年と回答した教師が 100 名

(40.5％)と最も多いが，次いで②11－20 年と回

答した教師が 70 名(28.3％)，④31 年以上と回

答した教師が 40 名(16.2％)，③21 年－30 年と

回答した教師が 37 名(15.0％)と，すべての年代

から回答を得ることができた．所属校の校内の

風土や雰囲気については，①多様な問題に対し

教員が一丸となって取り組む風土や雰囲気が

あると回答した教師が 117 名(47.4％)，②多様

な問題に対しそれぞれの教員が前向きに取り

組んでいるが協力体制は弱いと感じると回答

した教師が 121 名(49.0％)，③多様な問題に対

し協力的な風土や雰囲気は感じられないと回

答した教師が 9 名(3.6％)であり，①と②に二極

化した．所属校の入学時偏差値は，②40~49 と

回答した教師が 82 名(33.2％)と最も多いが，次

いで③50~59 と回答した教師が 74 名(30.0％)，
④60～69 と回答した教師が 47 名(19.0％)，①

40 未満と回答した教師が 24 名(9.7％)，⑥中高

一貫校と回答した教師が 5 名(2.0％)，⑤70 以

上と回答した教師が 4 名(1.6％)，⑦その他 11
名(4.5％)と，すべての偏差値帯から回答を得る

ことができた．担当教科については，代社会 125
名，政治・経済 111 名，倫理 50 名，その他 59
名であった(複数回答可)． 

 
２２．．選選択択式式質質問問 1188項項目目にに対対すするる探探索索的的因因子子分分析析  

選択式質問 18 項目について因子分析(最尤

法，プロマックス回転)を行った結果，「17 ICT
機器を活用し各種データ分析をする授業を取

り入れている」「18 ICT 機器を活用し，生徒が

プレゼンテーションをする授業を取り入れて

いる」は，どの因子にも負荷量が小さかったの

で，この２項目を省く 16 項目で再度因子分析

を行った．その結果，以下の 3 因子が抽出され

た(Table 1)． 
第 1 因子は，「2 授業における抽象的な概念

や理論について，できるだけ具体的な表現に置

き換える工夫をしている」「5 毎回の授業をスム

ーズに進めるために，板書やプリントなどをあ

る程度パターン化している」「1 授業中の指示や

伝達事項は聴覚的(口頭)にだけでなく，視覚的

－ 53 －



(板書やスライド)に提示するようにしている」

「10 言葉だけの説明で理解できない生徒に対

し，絵や図などを使って補っている(ICT 機器の

活用も含む)」「9 指示理解の弱い生徒に対し，

個別に説明や声掛けを行うようにしている」「4
授業では，生徒が発表する言語活動を取り入れ

ている」「3 授業中に分からないことがあった生

徒がいた場合，支援を求めやすいよう工夫して

いる」など，東京都日野市公立小中学校全教師・

教育委員会・小貫(2013)20)に示される UD に基

づく授業に関する 5 項目で構成されたため，＜

授業 UD 化＞因子と命名した． 
第 2 因子は，「13 個別的配慮の必要な生徒に

対し，得意なことが発揮できる活動を単元の中

に取り入れている」「7 個別の指導計画に基づい

た指導を行っている」「12 記憶力の低い生徒に

対し，大事なことはメモをさせる，メモをわた

すなどの工夫をしている」「11 個別的配慮の必

要な生徒に対し，本人が成長している点につい

て伝えるようにしている」「6 合理的配慮に基づ

いた学習指導を行い，発達障害や類似した症状

のある生徒に対し，単位を修得させる工夫をし

ている」「8 グループ学習が苦手な生徒でも参加

できるように，グループづくりに配慮している」

など，東京都日野市公立小中学校全教師・教育

委員会・小貫(2013)20)に示される個別支援に関

する6項目で構成されたため＜個別支援＞因子

と命名した． 

TTaabbllee  11  因因子子分分析析結結果果  

項目 Ⅰ Ⅱ Ⅲ 共通性
Ⅰ＜授業UD化＞因子（α=.915）

2
授業における抽象的な概念や理論について，できるだけ具体的な
表現に置き換える工夫をしている。

..996600 -.134 -.071 .798

5
毎回の授業をスムーズに進めるために，板書やプリントなどをある
程度パターン化している。

..993366 -.218 .090 .767

1
授業中の指示や伝達事項は聴覚的（口頭）にだけでなく，視覚的
（板書やスライド）に提示するようにしている。

..884499 -.032 -.017 .669

10
言葉だけの説明で理解できない生徒に対し，絵や図などを使って
補っている。（ICT機器の活用も含む）

..554400 .241 .038 .553

9
指示理解の弱い生徒に対し，個別に説明や声掛けを行うようにし
ている。

..550000 .370 .068 .697

4 授業では，生徒が発表する言語活動を取り入れている。 ..449944 -.166 .436 .570

3
授業中に分からないことがあった生徒がいた場合，支援を求めや
すいよう工夫している。

..440000 .244 .245 .599

Ⅱ<個別支援＞因子（α=.830）

13
個別的配慮の必要な生徒に対し，得意なことが発揮できる活動を
単元の中に取り入れている。

-.336 ..885522 .118 .548

7
個別の指導計画に基づいた指導を行っている。（個別の教育支援
計画が作成されている生徒に対して）

-.200 ..665533 .009 .306

12
記憶力の低い生徒に対し，大事なことはメモをさせる，メモをわた
すなどの工夫をしている。

.324 ..559966 -.179 .541

11
個別的配慮の必要な生徒に対し，本人が成長している点について
伝えるようにしている。

.264 ..557799 -.001 .596

6
合理的配慮に基づいた学習指導を行い，発達障害や類似した症
状のある生徒に対し，単位を修得させる工夫をしている。

.298 ..554455 -.022 .570

8
グループ学習が苦手な生徒でも参加できるように，グループづくり
に配慮している。

.195 ..551100 .062 .479

Ⅲ<生徒の実態に合わせた指導と評価＞因子（α=.846）

15
生徒の実態に合わせた単元指導計画を作成し，生徒同士の合意
形成や将来の社会参画を視野に入れながら，議論する力をみに
つけさせる取り組みをしている。

-.122 .051 ..996611 .830

16
生徒の実態に合わせた単元指導計画を作成し，現代の諸課題を
具体的に提示し，主体的に解決しようとする態度を養う取り組みを
している。

.296 -.066 ..666633 .723

14
生徒の実態に合わせた単元指導計画を作成し，諸資料から様々
な情報を適切かつ効果的に調べ，まとめる技能をみにつけさせる
取り組みを行っている

.028 .134 ..660055 .500

因子間相関Ⅰ ― .630 .672
Ⅱ .630 ― .543
Ⅲ .672 .543 ―
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第 3 因子は，「15 生徒の実態に合わせた単元

指導計画を作成し，生徒同士の合意形成や将来

の社会参画を視野に入れながら，議論する力を

みにつけさせる取り組みをしている」「16 生徒

の実態に合わせた単元指導計画を作成し，現代

諸課題を具体的に提示し主体的に解決しよう

とする態度を養う取り組みをしている」「14 生

徒の実態に合わせた単元指導計画を作成し，諸

資料から様々な情報を適切かつ効果的に調べ

まとめる技能をみにつけさせる取り組みを行

っている」など，単元指導計画と教科目標に関

する 3 項目で構成されたため，＜生徒の実態に

合わせた指導と評価＞因子と命名した． 
抽出された 3 因子のα係数は，＜授業 UD 化

＞因子，＜個別支援＞因子，＜生徒の実態に合

わせた指導と評価＞因子，それぞれ.800 以上で

あり十分に高い値になった．因子間相関は

Table １の通りであり，水本・竹内(2008)10)が

示す効果量の指標と大きさの目安から，各因子

それぞれが大(Large)の相関があると判断した． 
 

３３．．３３因因子子をを用用いいたたククララススタターー分分析析  

Table １の因子間相関のある３因子を用いて，

K-means 法によるクラスター分析を行った．標

準得点を算出し，その結果，合理的に分類可能

な 3 つのクラスターを抽出することができた

(Fig.１)．クラスター1(134 名)は，＜授業 UD
化＞因子・＜個別支援＞因子・＜生徒の実態に

合わせた指導と評価＞因子すべてが0に近い値

を示す群である．クラスター2(44 名)は，＜授

業 UD 化＞因子・＜個別支援＞因子・＜生徒の

実態に合わせた指導と評価＞因子すべてがマ

イナス値を示す群である．クラスター3(69 名)
は，＜授業 UD 化＞因子・＜個別支援＞因子・

＜生徒の実態に合わせた指導と評価＞因子す

べてがプラス値を示す群である． 
  

４４．．フフェェイイススシシーートト((回回答答者者属属性性))をを用用いいたたカカイイ 22乗乗  

検検定定((独独立立性性のの検検定定))おおよよびび残残差差分分析析  

Fig.１で示した 3 つのクラスターと回答者の

属性との間に関連があるかを検討するため，フ

ェイスシートの各項目についてカイ２乗検定

(独立性の検定)および残差分析を行った結果を

Table 2 に示す．はじめに，３つのクラスター

と「教職年数」との間に関連があるか検討する

ためカイ 2 乗検定を行ったところ，両者の間に

有 意 な 関 連 が 見 ら れ た ( χ ² (6, 
n=247)=8.09,V=0.128,p<.05)．残差分析の結果，

すべての因子がマイナス値であるクラスター

２において，「教職年数 1-10 年」の回答者が有

意に少なく(p<.05)，「教職年数 30 年以上」の回

答者は有意に多かった(p<.05)． 
次に３つのクラスターと「所属校の校内の風

土・雰囲気」との間に関連があるか検討するた

め，カイ 2 乗検定を行ったところ，両者の間に

有意な関連が見られた(χ²(4, n=247)=19.82,
V=0.20,p<.01)．残差分析の結果，全ての因子が

０に近い値であるクラスター1 において，「多様

な問題に対し教員が一丸となって取り組む風

土や雰囲気がある」と回答した者が有意に少な

く(p<．01)，「多様な問題に対しそれぞれの教員

が前向きに取り組んでいるが協力体制は弱い

と感じる」と回答した者は有意に多かった

(p<.01)．一方で，全ての因子がプラス値である

クラスター３においては，「多様な問題に対し

教員が一丸となって取り組む風土や雰囲気が

ある」と回答した者が有意に多く(p<.01)，「多

様な問題に対しそれぞれの教員が前向きに取

り組んでいるが協力体制は弱いと感じる」と回

答した者は有意に少なかった(p<.01)． 

FFiigg..11  ククララススタターー分分析析結結果果  
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さらに，３つのクラスターと「所属校の入学

時偏差値」との間に関連があるか検討するため，

カイ 2 乗検定を行ったところ，両者の間に有意

な関連が見られた ( χ² (12, n=247)=14.18, 
V=0.169,p<.05)．残差分析の結果，すべての因

子がプラス値であるクラスター３においては，

偏差値 40 未満の学校に所属する回答者が有意

に多かった(p<.05)． 
なお，「担当科目」については，科目が複数に

わたり回答者属性を分類できなかったため分

析対象から外した． 
  

● 

ⅣⅣ．．考考察察  

 
高等学校向けの MIM として，＜授業 UD 化

＞因子を 1st ステージ，＜個別支援＞因子を

2nd ステージ，＜生徒の実態に合わせた指導と

評価＞因子を3rdステージに相応させ考察する．

クラスター3(積極群)は，＜授業 UD 化＞因子・

＜個別支援＞因子・＜生徒の実態に合わせた指

導と評価＞因子がすべてプラス値を示す回答

者群であり，3 因子すべての必要性がある学校

に所属していることがわかる．クラスター３は，

竹達・橋本他(2022)19)が示す特別な教育的支援

が必要な生徒が在籍していることが推察でき

る．発達障害(その可能性)のある生徒の困難さ

(提出物・整理整頓・作業の遅延・対人関係の苦

手さ等)は全教科・全科目に共通していることか

らも，教科教育における単位修得に向けた現実

的な対応が高等学校においては求められる．Ⅲ．

で明らかにした３因子は公民科担当教師のみ

の限定された結果ではあるが，公民科を含むす

べての教科教育において実践することができ

れば，単位未修得や単位未履修によって進級・

卒業が危ぶまれる発達障害のある生徒たちの

将来への進路(進学・就職等)が拓けることにつ

ながる．そのためには，三浦(2021)8)が示す体制

化方略を用いた学習支援は参考にすべきとこ

ろである．体制化方略とは複数の学習内容を分

類・整理しながら関係を持つようにまとまりを

つくることである．UD に基づく授業づくり，

特別な教育的支援が必要な生徒への個別支援

を実践する中で体制化方略を活用するととも

に，生徒の実態に合わせた指導と評価を高等学

校の教科教育にて検討していくべきである．ま

た残差分析の結果から，「偏差値 40 未満」の学

校に所属する回答者が有意に多く，教科担当教

師として，すべての因子の必要性を感じている

ことが示唆された．入学してくる生徒たちが何

かしらの問題を抱えている可能性が高く，学び

直しを主とする学校群における生徒の多様な

問題の対応に迫られていることがわかる．＜生

徒の実態に合わせた指導と評価＞因子もプラ

ス値であることから，高等学校特有の課題であ

る単位の未履修や未修得に対しても，米田

(2018)23)が示すような「代替達成水準に基づく

評価」が実践されている可能性が高い．また，

「多様な問題に対し教員が一丸となって取り

組む風土や雰囲気がある」と回答した者が有意

に多いことからも，松田・大澤・加瀬(2016)7)が

示すようにチーム学校として機能している学

校に所属していると解釈することができる． 
クラスター２(消極群)は，＜授業 UD 化＞因

子・＜個別支援＞因子・＜生徒の実態に合わせ

た指導と評価＞因子がすべてマイナス値を示

す回答者群であり，MIM の三つのステージを

取り入れた公民科教育に消極的または否定的

な回答者群である．また 3 因子の必要性を感じ

ない生徒が在籍する学校に所属していると解

釈することもできる．公民科担当教師のみの限

定された結果であるが，残差分析により，「教職

年数 1-10 年」の回答者に有意に少なく，「教職

年数 31 年以上」の回答者に有意に多いことが

示された．その要因として，現在の東京都教員

研修を例に挙げると，初任者研修・3 年次研修・

TTaabbllee  22  非非認認知知群群・・消消極極群群・・積積極極群群とと回回答答者者属属性性ののククロロスス集集計計表表  

↑有意に多い   ↓有意に少ない   *ｐ＜.05   *＊P＜.01 

1
｜
10年

11
｜
20年

21
｜
30年

31年
以上

合計

教員が
一丸と
なって
いる

協力
体制
弱い

協力
体制
ない

合計
40
未満

40
｜
49

50
｜
59

60
｜
69

70
以上

中高
一貫

その
他

合計

クラスタ－１
（非認知群）

観測数 61 35 19 19 134 48**↓ 80**↑ 6 134 10 44 47 27 2 1 3 134

クラスタ－２
（消極群）

観測数 12*↓ 12 8 12*↑ 44 24 17 3 44 3 17 9 8 1 2 4 44

クラスタ－３
（積極群）

観測数 27 23 10 9 69 45**↑ 24**↓ 0 69 11*↑ 21 18 12 1 2 4 69

教職年数 所属校の校内の風土・雰囲気 所属校の入学時偏差値
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10 年次研修・20 年次研修の順に悉皆研修が設

定されており，研修内容には特別支援教育の推

進や発達障害の理解と指導が組み込まれてい

る．これらの研修により，教職年数が 20 年未

満の教員には特別支援教育や発達障害に関し

て学ぶ機会が悉皆としてある一方で，20 年以上

の教職員には学ぶ機会が与えられていない．残

差分析の結果からも，田口・橋本(2015)17)が指

摘する発達障害に対する教員の学ぶ機会の少

なさは，教職年数が 31 年以上の教員に顕著で

あり，消極的・否定的な姿勢につながっている

可能性が高い．そのため，この回答者群に対し

て，MIM の三つのステージを取入れた教科教

育の実践研究を提示することは意義をなすこ

とになる． 
クラスター１(非認知群)は，＜授業 UD 化＞

因子・＜個別支援＞因子・＜生徒の実態に合わ

せた指導と評価＞因子がすべて０に近い値を

示す回答者群であり MIM の三つのステージを

取り入れた公民科教育に積極的・消極的どちら

ともいえず，これらの因子を認知していない回

答者群である．また 3 因子を意識しないでも授

業が行える生徒が在籍する学校に所属してい

ると解釈することもできる．公民科担当教師の

みの限定された結果であるが，残差分析の結果，

「多様な問題に対しそれぞれの教員が前向き

に取り組んでいるが協力体制は弱いと感じる」

の回答者に有意に多く，校内の協力体制が弱い

学校に所属していることが示された．これらの

回答者群は UD に基づく授業づくり，特別な教

育的支援を要する生徒への個別支援，生徒の実

態に合わせた指導と評価の必要性を感じて実

践しているとは言い難い． 
以上のことから，公民科担当教師のみの限定

された結果ではあるが，生徒の実態に合わせて

MIM に相応する 3 つの因子を取入れた授業を

実践している教師がいる一方で，消極的・否定

的な姿勢を示す教師がいることも明らかにな

った．桂(2012)5)は「教科教育と特別支援教育の

融合」を謳っており，本研究で示した２nd ステ

ージあたる「全体指導が困難な子への個別指導

の方法」や，３rd ステージにあたる「補充指導

のシステム」を特別支援教育の研究成果に学び，

教科教育と特別支援教育を別物ではなく連続

的なものとする必要性を述べている．高等学校

の現状として，発達障害のある生徒の多くが，

その障害特性から他者との合意形成を目的と

して行われる探究的な学習活動にうまく参加

できていない教科事例や，単位未修得・未修得

に陥ってしまう事例がある．このことからも，

高等学校における教科教育と特別支援教育の融

合がなされた実践研究(新井，2016)2)は求められ

るところであり，今後の課題として残される． 
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